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１．はじめに 

北海道では， 8月17日から23日の1週間で3つの台

風(7，11，9号)の上陸，29日からの前線，その後の

台風10号の接近が相次ぎ，道東を中心に河川の氾濫

や土砂災害などが発生した。道路についても各地で

被災し寸断されたが，道路機能の早期回復は地域の

復旧復興の鍵を握る重要なものである。著者らは橋

梁の洗掘等による被害について、（国研）土木研究

所寒地土木研究所の橋梁及び河川の担当者とともに

現地調査を行い、復旧に際しての技術的な留意事項

等について助言を行った。 

２．現地調査と仮復旧に際しての技術的支援内容  

 河川に架かる橋では，水の流れにより橋脚や橋台

基礎まわりの土砂がえぐられ(洗掘や河岸侵食)，基

礎が不安定となり傾斜や沈下を生じることがあり，

これまでにも多くの橋がこの現象により落橋してい

る。このような現象は，水流が集中し流速が速くな

る箇所で顕著になる。橋の洗掘調査においては，橋

自体の傾斜，沈下等の変状や，流木などが橋梁に引

っかかることによる河道閉塞の有無などの確認を行

った。そのうえで，被災の原因と復旧に向けた対応

を検討するために，橋の構造，とりわけ基礎の根入

れ深さと形式のほか，橋梁の設置位置，主流部の位

置と変遷について確認した。 

基礎の構造条件については，根入れが浅い直接基

礎の方が，杭基礎など地盤の深くまで根入れしてい

る基礎に比べると洗掘により不安定となり傾斜や沈

下が生じる可能性が高くなる。橋脚や橋台の設置位

置は，河川の湾曲部等で水の流れが強くなる水衝部

に位置する方が直線部にある場合よりもより洗掘や

河岸侵食が生じやすい条件になる。主流部の位置は，

特定の位置にある橋脚や橋台でのみ変状が生じてい

る原因を探る上で重要である。調査時には平常時と

洪水時の違い，架橋地点の上下流の河道状況の変化

の影響も受けうることに留意して実施した。 

 今回現地調査した５橋では，洪水により主流部と

なった位置の橋脚・橋台基礎が洗掘されたことによ

る傾斜・沈下した事例もあったが，洪水により架橋

地点の上下流部で河岸侵食され，主流部の位置が橋

台の背後となる事例が複数見られた点に特徴が見ら

れた。このような状況が確認された橋では，仮復旧

として仮橋を架設する位置は，1)仮橋供用中に洪水

があっても河岸侵食による影響を極力受けない位置

とすること，2)架橋位置周辺の河岸が侵食されない

対策をすること，3)橋台位置は今般の洪水で広がっ

た河道を踏まえて現橋より河川の外側となる方向に

移動するのがよいことなどについて助言を行った。 

写真1 千呂露橋(国道２７４号)での現地調査状況 

 

３．本復旧に向けて 

本復旧に際しては，とりわけ河岸侵食されている

河川では今後，河川の整備計画が変更される可能性

も十分考えられることや，径間長が短いと河積阻害

の原因となることなどを考慮し，河川管理者と協調

し，再度同様な災害を生じないような橋梁計画とす

るよう助言を行った。 
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技術指導対応状況 

 

 

１．はじめに 

 国総研では、国の機関や自治体等に対し、政策実

施・事業施行に関する様々な技術支援を実施してお

り、災害現場はもちろん、住宅・社会資本整備の現

場で発生した問題に対しての技術指導および専門家

の派遣を継続的に行っている。 

 技術相談にあたっては、どの分野・施設に関する

相談をいつでもできるように、国総研として一元化

した相談窓口を設けている。 

 

２．技術相談窓口 

 住宅・社会資本整備に関わる技術者が日頃から感

じている疑問や悩みなどについても、問い合わせる

ことができるように、「国総研技術相談窓口」(図－

１)を平成26年12月に設置しており、国総研が担当す

るあらゆる分野・施設に関する相談事項をワンスト

ップで受け付けている。 

 また、港湾・海岸・空港施設に関わる良好な維持

管理の実施を支援するため、国立研究開発法人港湾

空港技術研究所と連携して、「久里浜ＬＣＭ支援総

合窓口」(図－２)を開設し、施設の計画・施工・管

理を実施する地方整備局、自治体、民間事業者など

からの港湾・海岸・空港施設の維持管理に関する技

術的な相談を受け付けている。  

 なお、昨年の分野別の技術相談件数は表の通りで

ある。 

表 分野別技術相談件数 

分野 件数 

下水道 70 

河川 713 

土砂災害 127 

道路 288 

建築・住宅 52 

都市 140 

沿岸海洋・防災 152 

港湾 280 

空港 83 

社会資本ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ等 290 

合計 2,195 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自治体などからの技術相談の対応状況 

海岸
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下水道研究室長
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道路構造物研究部
道路基盤研究室長

久保 和幸

道路構造物研究部
道路地震防災研究室長

片岡 正次郎

河川研究部
海岸研究室長
加藤 史訓

河川研究部
水害研究室長
伊藤 弘之

河川研究部
河川研究室長
諏訪 義雄

土砂災害研究部
土砂災害研究室長

野呂 智之

橋梁全般

道路構造物研究部
橋梁研究室長
星隈 順一

河川研究部
河川構造物管理研究官

佐々木 隆

土砂災害研究部
砂防研究室長

桜井 亘

道路構造物研究部
構造・基礎研究室長

間渕 利明

道路構造物研究部長
木村 嘉富

河川研究部
大規模河川構造物研究室長

金銅 将史

図－１ 「国総研技術相談窓口」 

 港湾管理者
空港管理者
地方整備局
地方航空局
民間企業
国際協力 等

本省港湾局技術企画課
本省港湾局海岸･防災課
本省航空局空港安全・
保安対策課

〈国土技術政策総合研究所Ｇ〉
•行政ニーズの把握･分析
•現場データの把握･分析
•基準化、研修･啓蒙･普及など支援の企画実行

相談

支援 協議･調整

〈港湾空港技術研究所Ｇ〉
•要素技術の開発研究
•技術開発の中長期計画の立案
•基準化、研修･啓蒙･普及など支援の実施協力

〈外部連携Ｇ〉

•要素技術の開発研究等

構造研究チーム
[LCM統合ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｺﾝｸﾘｰﾄ･鋼構造、事例DB]

耐波研究チーム [吸い出し]
空港舗装研究チーム [舗装体]
新技術研究開発領域 [計測技術]
材料研究チーム ［材料劣化］
地盤改良研究チーム [地盤改良]

港湾施工システム･保全研究室
[全体像分析、基準化、LCC評価ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ]

空港施設研究室 [舗装体]
沿岸防災研究室 [海岸保全施設全般]

港空研客員研究員 [ｺﾝｸﾘｰﾄ構造設計]

《久里浜ＬＣＭ支援総合窓口》

ワンストップ窓口 TEL.046-844-5030

国土技術政策総合研究所

港湾施工システム･保全研究室

Email:ysk.nil-lcm-center@ml.mlit.go.jp

図－２ 「久里浜ＬＣＭ支援総合窓口」 
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